５．事務事業執行概要
平成29年度においては、「大阪21世紀の新環境総合計画」、「みどりの大阪推進計画」、「大阪府新農林水産業振興ビジョン」などの計画に基づき、「豊かな『食』の提供と環境の保全・創造」を柱に、「Ⅰ環境先進都市・大阪の実現と新たなエネルギー社会づくり」、「Ⅱみどり豊かで安全・安心な大阪の実現」、「Ⅲ活力ある農林水産業の実現」、「Ⅳ防災・危機管理対策の推進」の4つの観点から体系的に施策を進めた。

試験研究部門については、平成27年度に、「事業者・行政・地域社会に対して存在感のある研究所」を目指す地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所（以下、法人）の第2期中期目標を定め、これを達成するよう法人に対し指示を行った。

また、大阪府環境農林水産試験研究推進会議を通じて、法人と緊密な連携を進め、府域の特性に応じた調査研究・技術開発や成果の普及を図った。
Ⅰ　環境先進都市・大阪の実現と新たなエネルギー社会づくり

（エネルギー政策課）

　新たなエネルギー社会の構築を目指し、「おおさかエネルギー地産地消推進プラン」に基づき、「再生可能エネルギーの普及拡大」、「エネルギー消費の抑制」、「電力需要の平準化と電力供給の安定化」に向けた各種事業等を着実に実施し、エネルギーの地産地消の一層の促進を図った。

また、地球温暖化とヒートアイランドという2つの温暖化現象を防止するため、「大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編、事務事業編）」及び「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づき、「大阪府温暖化の防止等に関する条例」による事業者指導など、事業活動における温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制等の対策を推進した。

さらに、府域における気候変動の影響への「適応」については、「大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に「適応」の基本的方向性を盛り込む改定を行うとともに、府民等の理解促進に向けた取組みを進めた。
環境に配慮した行動の推進として、「おおさか環境賞」の表彰などを通じ、広く府民や事業者に対して、環境問題に関する意識向上を図るための啓発活動を行った。
（循環型社会推進室、環境管理室）

「大阪府循環型社会形成推進条例」や平成28年度に策定した「大阪府循環型社会推進計画」（目標：平成32年度）に基づき、廃棄物の「リデュース・リユース」、「リサイクル」及び「適正処理」の推進に取り組むとともに、ウェブサイト等でごみの減量化やリサイクルの促進についての情報提供を行う他、家庭における食品ロスの発生抑制に関する取組みを推進するなど、府民、事業者、市町村といった各主体の取組みをさらに促進した。
「リサイクル」の推進については、条例に基づく「大阪府リサイクル製品認定制度」を運営し、リサイクル事業者を育成するため認定製品の普及を行った。

「リデュース・リユース」の推進については、事業活動に伴い多量の産業廃棄物を生ずる事業場を設置している事業者（多量排出事業者）から提出される処理計画・実施状況報告の内容を確認し、公表することにより、事業者の自主的な減量化への取組み等を促進した。
「適正処理」の推進については、市町村等の一般廃棄物処理施設の整備及び維持管理に係る指導監督を行った。

さらに、産業廃棄物の排出事業者や処理業者等への立入検査による指導監督を行うとともに、産業廃棄物の不適正処理を未然に防止し、早期に発見・是正していくため、監視パトロール、立入指導などを行った。PCB廃棄物については、適正な保管及び処理を推進するため、保管事業者等への指導を行った。

また、庁内で保管しているPCB廃棄物の計画的処理を行った。

（環境管理室）

　「大気環境の保全」については、「大気汚染防止法」及び「大阪府生活環境の保全等に関する条例」（以下「生環条例」という。）に基づき、微小粒子状物質（PM2.5）の発生要因のひとつである燃料等の燃焼に伴い発生するばいじん等について規制基準遵守の徹底を図った。

「自動車排出ガス対策」については、「大阪府自動車NOｘ・PM総量削減計画」に基づき諸施策を実施するとともに、アイドリングストップ、エコドライブなどの普及啓発やエコカーの普及促進を行った。

また、生環条例に基づき、府内37市町の対策地域を発着地として運行を行う者に、自動車NOx・PM法で定める排出ガス基準を満たすトラック・バス等の車種規制適合車等を使用しなければならないとする流入車規制に関して、駐車場等で検査を行い、非適合車に対して指導を行った。

流入車規制については、効果的かつ効率的な規制を行うため、生環条例を改正し、事業者の取組みのうちステッカーの表示義務を廃止するなど義務の一部を緩和した。
自動車騒音、航空機騒音及び新幹線騒音の環境基準達成状況を把握し、必要な対策を促進し、市町村に対し、測定・評価方法及び結果分析など必要な技術的支援を行った。

また、子ども施設における騒音苦情を未然防止するために作成した「子ども施設環境配慮手引書」について、子ども施設や関係者等への普及を図った。

「大気汚染防止法」の改正により、水銀を大気中に排出する施設に対する排出規制が平成30年4月に開始されることを受け、環境審議会において生環条例に基づく水銀の大気排出規制のあり方について検討を行い、答申を踏まえ、平成30年3月に同条例施行規則等の改正を行った。
石綿の飛散による府民の健康被害を未然に防止するため、「大気汚染防止法」及び生環条例に基づき、建築物等の解体等による石綿の飛散防止の規制・指導を行った。

PM2.5の「環境監視」については、府所管26局（府域全体では56局）で常時監視を行った。

なお、平成29年度は府域で高濃度が予想される場合に実施する注意喚起はなかった。
　「水環境の保全」については、「環境基本法」に基づく河川水質環境基準の類型指定の改定を行うとともに、「水質汚濁防止法」及び生環条例に基づき排水基準等遵守の徹底を図るほか、亜鉛の排水基準に係る経過措置の改正を行った。
　また、大阪湾の水質改善を図るため、国の「総量削減基本方針」に基づき、平成29年6月にCOD、窒素、リンに係る「第8次総量削減計画」を策定した。
　さらに、平成28年10月に変更した「瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画」を推進するため、企業や大学等の専門家と関係行政機関から構成される懇話会を設置して、湾奥部における課題を解決する手法等について情報共有・意見交換を行い、その結果を取りまとめた。
「有害化学物質による環境リスクの低減・管理」については、「化学物質排出把握管理促進法（PRTR法）」に基づく特定の化学物質の環境への排出量等の把握・届出指導を行い、生環条例に基づく化学物質管理計画の策定・届出や化学物質の取扱量等の届出指導を行うなど、事業者による化学物質排出量の削減等の自主管理を促した。

また、災害時における化学物質による環境リスクを低減するために、化学物質適正管理指針に基づき、大規模災害に備えた環境リスクの低減対策の具体的な検討・対策内容を記載した管理計画書の届出指導等を行った。

「地盤環境の保全」については、土壌汚染による府民の健康影響の防止を図るため、「土壌汚染対策法」及び生環条例に基づき土地所有者等が行う土壌汚染状況調査や汚染の除去等の措置に対する指導等を行った。

「環境影響評価」については、「京都府環境影響評価条例」に基づく枚方京田辺環境施設組合可燃ごみ広域処理施設整備事業の配慮書について、京都府との協議に基づき環境保全上の見地から、大阪府知事意見を京都府知事に述べた。また、「大阪府環境影響評価条例」等に基づき、東部大阪都市計画ごみ焼却場四條畷市交野市ごみ処理施設整備事業等の5事業に係る事後調査報告書の縦覧を行った。
　「大阪府公害審査会」については、知事の附属機関として、騒音や粉じん等の公害に係る紛争についての調停を行った。

（動物愛護畜産課）

　「野生鳥獣の保護・管理」に関する取組みは、平成29年3月に策定した「第12次鳥獣保護管理事業計画」に基づき、鳥獣保護区の指定、傷病鳥獣の保護等を行うとともに、農林業被害を与えるシカ･イノシシについては平成29年3月に策定した「シカ管理計画」及び「イノシシ管理計画」に基づき、個体数の管理を行った。

　また、狩猟免許試験の実施や狩猟の取り締まりを行うなど、野生鳥獣の保護と狩猟の適正化を図った。

「動物の愛護及び管理」については、「動物の愛護及び管理に関する法律」、「大阪府動物の愛護及び管理に関する条例」及び平成26年3月に改定した「大阪府動物愛護管理推進計画」に基づき、動物取扱業者への指導等や動物の適正飼養について普及啓発を行うとともに、引き取った動物の保護、収容及び譲渡を行った。

Ⅱ　みどり豊かで安全・安心な大阪の実現

（みどり推進室）

「みどりの風を感じる大都市・大阪」の実現を目指し、森林の整備、山地災害対策等の自然環境の保全・利用を図るとともに、みどりの基金事業や建築物敷地等緑化促進制度による緑化誘導等により多様なみどりの創出に取り組んだ。

また、平成28年4月から徴収開始した森林環境税を財源として、森林防災対策事業、持続的な森づくり推進事業、子育て施設木のぬくもり推進事業等を実施した。

平成27年7月に施行した「大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例」の適正な運用を図るとともに、平成27年5月に設置した府関係機関や市町村からなる「大阪府土砂埋立て等規制連絡協議会」の場を活用して合同パトロールや連携した指導を行い、条例の実効性を高める取組みを進めた。
Ⅲ　活力ある農林水産業の実現

（農政室）

平成20年４月に施行した「大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例」に基づき、都市農業の担い手の育成及び確保を推進する「大阪版認定農業者制度」、農空間の保全と活用を推進する「農空間保全地域制度」、安全安心な農産物の生産及び供給を推進する「農産物の安全安心確保制度」の普及推進に努めるとともに、大阪府新農林水産業振興ビジョンの実行計画として平成29年8月に策定した「新たなおおさか農政アクションプラン」における各種施策を展開した。

　「農空間の保全と活用」については、農空間の公益的機能を将来にわたり発揮させるため、同条例に基づき指定した農空間保全地域において、農業者や府民とともに農空間を守り育てる取組みを一層強化しつつ、農道やほ場整備などによる営農条件の改善、ため池改修等による安全安心の確保や、農地中間管理事業を活用した農地貸借の促進による遊休農地の解消などを図った。

　また、大阪府ため池防災・減災アクションプランに基づき、ため池の大規模地震に対する耐震診断や市町村に対するハザードマップ作成支援など防災・減災対策を推進した。

「農業の担い手の育成及び確保」については、若手農業者の経営力向上を支援する「農の成長産業化推進事業」や効率的かつ安定的な農業経営体の育成等に取り組む「協同農業普及事業」、同条例に基づく大阪版認定農業者の経営計画の実現を支援する「大阪版認定農業者支援総合対策事業」を進めるとともに、都市住民や法人などの新規参入促進に加え、就農前後の技術研修の強化により、産地の核となる新たな担い手を育成・確保する「もうかる農業人材育成参入事業」の推進に努めた。

さらに、大阪産農産物の安全安心を確保し、農業の環境への負荷軽減を推進する「大阪エコ農業総合推進対策事業」や、農の多様な担い手の確保と障がい者の雇用・就労の拡大を目指す「ハートフル企業農の参入促進事業」などの各種事業を総合的に推進した。

（動物愛護畜産課）

「畜産業の振興」については、家畜改良や価格安定対策、畜産物の普及推進により畜産農家の経営安定を図った。

また、安全・安心な畜産物の供給と生産性向上のため、動物由来感染症である高病原性鳥インフルエンザ及びＢＳＥなどの検査、その他家畜伝染病の発生及びまん延防止に向けた取組みを行った。

（水産課）

平成27年4月に策定した「新・大阪府豊かな海づくりプラン」に基づき、広域的な漁場整備の推進、大規模な地震、津波等に備えた漁港・海岸整備や資源管理型漁業、栽培漁業の推進及び水域環境の改善、適正な漁業秩序の維持や「はま」の特徴を活かした漁業振興策など新プラン実現に向けた具体的な取組みを行った。

（流通対策室）

生鮮食料品等の安定供給の推進については、地方卸売市場における取引の適正化に資するため、指導監督及び検査を行うとともに、府中央卸売市場については、指定管理者と連携して、健全な運営に努めた。

　また、食の安全・安心の確保については、米トレーサビリティ法等による流通の適正化を図るため「食品表示適正化推進事業」を推進するとともに、災害発生時に必要な救助用食料として、主食である精米及び副食品として漬物の備蓄体制を整備した。

　大阪産(もん)の普及推進については、「大阪産(もん)大商談会」の開催や国内外の商談会の出展補助等により販路拡大を支援したほか、大阪産(もん)や大阪産(もん)名品を広く府民に広報するため、販売、紹介するイベント等を開催した。

　6次産業化の推進については、6次産業化サポートセンターを設置し、相談対応や研修等を実施するとともに、新商品の開発支援を行った。

Ⅳ　防災・危機管理対策の推進
（水産課・農政室・みどり推進室）
南海トラフ巨大地震への備えとともに、「人命を守る」ことを最優先に、被害を最小化する「減災」の対策として、漁港海岸について防潮堤の液状化対策や排水機場設備の改修を行った。
また、ため池の防災・減災対策として、大阪府ため池防災・減災アクションプランを策定し、老朽化したため池の整備に加え、耐震性の診断を実施するとともに、市町村のハザードマップ作成を支援し、地域の安全安心の向上に取り組んだ。
さらに、山地災害対策として、治山ダム等の建設や流木となる可能性のある危険木の伐採・搬出等を行った。
（動物愛護畜産課・農政室・水産課）
家畜、植物及び養殖水産動植物に有害な疾病等の発生予防及びまん延防止のために、高病原性鳥インフルエンザ等に対する防疫訓練やウメ輪紋ウイルスの緊急的な防除、コイヘルペスウイルス病対策、貝毒対策等の取組みを推進した。
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